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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

（１）コーポレートガバナンスの構築・運営に関する基本的事項

　ENEOSグループ（※）は、コーポレートガバナンスを適切に構築・運営することにより、経営理念を実現し、もって、ENEOSグループの持続的な成
長と中長期的な企業価値向上を図ります。このような認識の下、当社は、以下のとおり、ENEOSグループのコーポレートガバナンスを構築・運営し
ます。

（※）「ENEOSグループ」とは、ENEOSホールディングス（以下「当社」といいます。）ならびにENEOS株式会社、JX石油開発株式会社およびJX金属
株式会社（以下、３社を総称して「主要な事業会社」という。）を含む子会社群で構成される企業集団を指します。

ア．持株会社体制としての経営管理

　当社は、グループ全体最適の観点から、ＥＮＥＯＳグループ理念、ＥＮＥＯＳグループ行動基準、中長期経営計画・予算等の経営の基本方針（以
下「経営の基本方針」という。）の策定、経営資源の配分および各子会社の経営管理を行う。

イ．当社と主要な事業会社の経営体制

　当社は、エネルギー事業を中心に据えたグループ運営体制をとるため、当社とＥＮＥＯＳ株式会社について、役員の兼任、会議体の一体的運
営、管理部門の統合等により経営を一体化する。

ＪＸ石油開発株式会社およびＪＸ金属株式会社は、当社が定める経営の基本方針の下、それぞれの事業特性に応じて、自律性・機動性・独立性を
高めた業務執行体制を構築する。

ウ．機関設計

　当社は、監査等委員会設置会社とする。

エ．取締役会

　当社の取締役会は、取締役会長、取締役社長、複数の常勤取締役、各主要な事業会社の社長を兼務する非常勤取締役および社外取締役で構
成し、次の方針に基づき運営する。

　　（ア）経営の基本方針の審議・決定および業務執行に対する監督に重点を置く。

　　（イ）業務執行の機動性の向上を図るため、重要な業務執行の決定の一部を当社の取締役社長に委任する。

　　（ウ）当社および主要な事業会社の重要な業務執行案件にかかる投資採算性評価・リスク・進捗等の重要事項について、当社の取締役社長お
よび各主要な事業会社の社長等から報告を受け、経営の基本方針との適合性を検証し、これらを監督する。

オ．監査等委員会

　　（ア）当社の監査等委員会は、強力な情報収集力を有する常勤の監査等委員と、豊富な知識・経験に加え、強固な独立性を有する社外取締役
である監査等委員とが適切に連携し、高い実効性と客観性をもった組織的かつ体系的な監査を行う。

　　（イ）当社の監査等委員会は、監査等委員が取締役としてそれぞれ有する取締役会における議決権の行使および監査等委員でない取締役の
人事・報酬に関する意見陳述権の行使を通じて、業務執行について監督を行う。

カ．社外取締役

　当社は、社外取締役の豊富な知識・経験を経営に活かすとともに、意思決定の透明性・客観性を確保するため、次の取組みを行う。

　　（ア）当社の取締役会において経営の基本方針を決定するにあたり、その検討段階から社外取締役の関与を求め、多角的な観点から検討・議
論を重ねるとともに、重要な業務執行の決定および重要な業務執行の監督にあたっては、社外取締役の意見を踏まえ、経営の基本方針との適合
性を十分検証する。

　　（イ）当社の取締役会において当社の取締役等の人事・報酬を決定するにあたり、社外取締役が過半数を占め、かつ社外取締役が議長を務め
る指名諮問委員会・報酬諮問委員会に諮問することにより、その決定プロセスの透明性を確保する。

キ．執行役員および経営会議

　　（ア）当社は、取締役会の決定に基づき機動的に業務を執行する機関として、執行役員を置く。

　　（イ）当社は、取締役社長が社長執行役員として業務執行を決定するにあたり、社長決裁事項の協議機関として、社長執行役員、副社長執行
役員、常務執行役員のうち社長執行役員が指名する者、主要な事業会社の社長等から構成する経営会議を設置し、慎重な審議を経て意思決定
を行う。

　　（ウ）経営会議には、常勤の監査等委員が出席し、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するとともに、これらを他の監査等委
員と共有する。

ク．主要な事業会社におけるガバナンス体制

　　（ア）各主要な事業会社は、監査役設置会社とする。各主要な事業会社においては、取締役が相互監視機能を十分発揮するための仕組みとし
て取締役会を設置し、各主要な事業会社自らがリスク分析や経営の基本方針との適合性の検証を十分行う。また、当社の常勤の監査等委員につ
いては、ENEOS株式会社の監査役（常勤）を兼務するとともに、ＪＸ石油開発株式会社およびＪＸ金属株式会社の非常勤監査役として派遣し、主要
な事業会社の取締役の職務執行を監査する。

　　（イ）主要な事業会社の業務執行（当該主要な事業会社の傘下の子会社の重要な業務執行案件を含む）については、主要な事業会社にて決
定する。

　　（ウ）主要な事業会社は、重要な当該業務執行の内容その他当社が定める事項を当社に報告する。

（２）コーポレートガバナンス・コードに関する対応方針

　当社は、東京証券取引所が定めるコーポレートガバナンス・コードの趣旨に賛同し、当社がコーポレートガバナンスを構築・運営する上で有効と
考えることから、全ての原則に応諾することを基本方針とし、ENEOSグループとしてこれを実践します。

（３）「ENEOSグループのコーポレートガバナンスに関する基本方針」の制定および公表

　当社は、ENEOSグループのコーポレートガバナンスについて、その基本的な考え方と構築・運営に関する事項を定めた「ENEOSグループのコー



ポレートガバナンスに関する基本方針」（以下「基本方針」といいます。）を制定し、当社ウェブサイトに公表しております。　　

（https://www.hd.eneos.co.jp/company/system/governance.html）

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

コーポレートガバナンス・コードにおいて開示が求められている各事項については、それぞれ基本方針または本報告書の以下の項目等をご覧くだ
さい。

【原則１－４．政策保有株式】

（１）政策保有に関する方針

　基本方針第６章６．「上場会社株式の保有方針、政策保有株式の議決権行使および政策保有株主との関係」をご覧ください。

（２）検証の内容

　当社は、2019年11月開催の取締役会において、例外的に保有する上場株式について、個別銘柄毎に保有目的が適切か、保有に伴う便益（数値
化困難な便益を含む。）やリスクが資本コストに見合っているか等を具体的に精査し、総合的に保有の適否を検証しております。当社は、2015年11
月に「当社および主要な事業会社は、原則として上場会社の株式を保有しない」との方針を定めており、当時保有していた全銘柄数の63％につい
て売却しております。

（３）　個別銘柄毎の株式数、貸借対照表計上額等に関する情報は、「第10期　有価証券報告書」において開示しています。

「第10期　有価証券報告書」の第一部　第４ ４．（５）【株式の保有状況】をご覧ください。

（https://www.hd.eneos.co.jp/ir/library/report/）

【原則１－７．関連当事者間の取引】

　基本方針第３章８．「取締役の利益相反取引の制限」をご覧ください。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　基本方針第７章「企業年金に関する取組み」をご覧ください。

【原則３－１．情報開示の充実】

（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、 経営計画

　基本方針第１章２．『「ENEOSグループ理念」の実現』、同章３．『「ENEOSグループ行動基準」の実践』、同章４．「中期経営計画の策定および実
行」をご覧ください。なお、当社は、「2040年ENEOSグループ長期ビジョン」および「第2次中期経営計画（2020年度－2022年度）」を策定し、これを公
表しております。

(https://www.hd.eneos.co.jp/company/system/plan.html)

（２）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　本報告書Ⅰ「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」１．「基本的な考え方」をご覧くださ
い。

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　基本方針第５章１．「当社の監査等委員でない取締役および主要な事業会社の取締役ならびに当社および主要な事業会社の執行役員の報酬
等の決定方針」および同章３．「報酬諮問委員会の設置および運営」をご覧ください。

（４）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　基本方針の次の項目をご覧ください。

　基本方針第４章１．「取締役候補者の選任方針」

　　　　　　　　同章２．「経営陣幹部の選解任方針」

　　　　　　　　同章３．「主要な事業会社の取締役および監査役の選任方針」

　　　　　　　　同章４．「主要な事業会社の経営陣幹部の選解任方針」

　　　　　　　　同章５．「指名諮問委員会の設置および運営」

（５）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　基本方針第４章６．「取締役選解任理由の開示」をご覧ください。

　なお、2020年6月25日付で就任した取締役の選任理由につきましては、第10回定時株主総会参考書類をご覧ください。

(https://www.hd.eneos.co.jp/ir/stock/meeting/pdf/jxtg_jp_r_gmi_fy2019.pdf)

【補充原則４－１－１】

　基本方針第２章１．「コーポレートガバナンスの構築・運営に関する基本的事項」をご覧ください。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　本報告書Ⅱ「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」１．の【独立役員関係】の
「その他独立役員に関する事項」をご覧ください。

【補充原則４－１１－１】

　基本方針第４章１．「取締役候補者の選任方針」をご覧ください。

【補充原則４－１１－２】

　基本方針第３章７．「取締役の他社役員の兼務」をご覧ください。

　また、兼務状況を記載した事業報告については、当社ウェブサイトに公表しております。

（https://www.hd.eneos.co.jp/ir/stock/meeting/pdf/jxtg_jp_r_gmi_report_fy2019.pdf）

　（「第10期 報告書」 ３．「会社役員に関する事項」をご覧ください。）

なお、2020年6月25日付で就任した取締役につきましては、第10回定時株主総会参考書類をご覧ください。

(https://www.hd.eneos.co.jp/ir/stock/meeting/pdf/jxtg_jp_r_gmi_fy2019.pdf)

【補充原則４－１１－３】

　当社の取締役会は、2019年11月から2020年1月にかけて、社外を含む全取締役を対象としたアンケートを行い、取締役会全体の実効性につい

て評価を実施いたしました。その分析・評価結果については、2020年4月22日付で、取締役全員に通知しております。取締役会の構成・ガバナンス

体制、取締役会による監督、経営戦略に関する議論、取締役会の運営、取締役会の文化、株主との対話の各項目についてアンケートを行い、分

析した結果、全ての設問で肯定的回答が過半数に達しており、取締役会の実効性は概ね確保されていると評価しております。また、株主との対話



のフィードバックの充実、長期ビジョン・中期経営計画の議論の拡充等、より実効性ある議論を行うための諸施策の実施を進めたこと、昨年度の実

効性評価を受け、社外取締役への事前説明を早期化したことについても、各取締役から評価されております。

　一方、監督機能の強化、経営と執行との更なる分離等について課題が示されたことから、今後、一層の改善に取り組んでまいります。

【補充原則４－１４－２】

　基本方針第４章７．「取締役および主要な事業会社の監査役のトレーニングの実施」をご覧ください。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

　基本方針第６章３．「株主との対話の促進」をご覧ください。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 244,666,900 7.59

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 203,002,600 6.29

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 82,896,600 2.57

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口７） 73,590,100 2.28

全国共済農業協同組合連合会 71,398,210 2.21

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 61,281,300 1.90

SMBC日興証券株式会社 59,321,400 1.84

JP MORGAN CHASE BANK 385151 52,551,141 1.63

STATE STREET BANK WEST CLIENT － TREATY 505234 48,480,544 1.50

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 40,127,720 1.24

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

１．割合は、自己株式（7,267,136株）を控除して計算しています。なお、自己株式には、当社が設定した信託を通じて取得した株式報酬にかかる当
社株式（1,460,307株）を含めていません。

２．当社は、自己株式7,267,136株を保有していますが、上記大株主から除いています。

３．ブラックロック・ジャパン株式会社及び共同保有者11社から2019年8月6日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、2019年7月31
日（報告義務発生日）現在で下表のとおり株式を所有している旨の記載がありますが、当社として2020年3月31日現在における実質所有株式数の
確認ができないため、上記大株主の状況には含めていません。

　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所有株式数　　　　　　　　割合（％）

ブラックロック・ジャパン株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50,598,100　　　　　　　　　　1.52

ブラックロック・アドバイザーズ・エルエルシー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,219,163　　　　　　　　　　0.13

ブラックロック・フィナンシャル・マネジメント・インク　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9,348,326　　　　　　　　　　0.28

ブラックロック・インベストメント・マネジメント・エルエルシー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,653,887　　　　　　　　　　0.11

ブラックロック・ファンド・マネジャーズ・リミテッド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,704,901　　　　　　　　　　0.14

ブラックロック・ライフ・リミテッド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,840,874　　　　　　　　　　0.15

ブラックロック・アセット・マネジメント・カナダ・リミテッド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,623,580　　　　　　　　　　0.14

ブラックロック・アセット・マネジメント・アイルランド・リミテッド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14,532,760　　　　　　　　　　0.44

ブラックロック・アドバイザーズ（UK）リミテッド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,633,320　　　　　　　　　　0.14

ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 49,183,495　　　　　　　　　　1.48

ブラックロック・インスティテューショナル・トラスト・カンパニー、エヌ．エイ．　　　　　　　　　　　76,131,757　　　　　　　　　　2.29

ブラックロック・インベストメント・マネジメント（ユーケー）リミテッド　　　　　　　　　　　　　　　　　19,528,257　　　　　　　　　　0.59

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　245,998,420　　　　　　　　　　7.39

４．三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社及び共同保有者３社から2019年9月30日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、2019年9月23
日（報告義務発生日）現在で下表のとおり株式を所有している旨の記載がありますが、当社として2020年3月31日現在における実質所有株式数の
確認ができないため、上記大株主の状況には含めていません。

　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所有株式数　　　　　　　　　割合（％）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　133,618,560　　　　　　　　　　　4.01

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22,236,900　　　　　　　　　　　0.67

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12,803,081　　　　　　　　　　　0.38



リアルインデックス・インベストメンツ・ピーティーワイ・リミテッド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,341,049　　　　　　　　　　　0.10

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　171,999,590　　　　　　　　　　　5.16

５．野村證券株式会社及び共同保有者2社から2020年3月4日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、2020年2月28日（報告義
務発生日）現在で下表のとおり株式を所有している旨の記載がありますが、当社として2020年3月31日現在における実質所有株式数の確認がで
きないため、上記大株主の状況には含めていません。

　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所有株式数　　　　　　　　　割合（％）

野村證券株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,623,453　　　　　　　　　　0.24

ノムラ インターナショナル ピーエルシー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16,275,742　　　　　　　　　　0.50

野村アセットマネジメント株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　139,480,400　　　　　　　　　　4.32

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　163,379,595　　　　　　　　　　5.06

６．みずほ証券株式会社及び共同保有者1社から2020年3月23日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、2020年3月13日（報
告義務発生日）現在で下表のとおり株式を所有している旨の記載がありますが、当社として2020年3月31日現在における実質所有株式数の確認
ができないため、上記大株主の状況には含めていません。

　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所有株式数　　　　　　　　　　割合（％）

みずほ証券株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32,438,200　　　　　　　　　　1.00

アセットマネジメントOne株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　138,383,643　　　　　　　　　　4.28

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　170,821,843　　　　　　　　　5.29

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、名古屋 第一部

決算期 3 月

業種 石油・石炭製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 300社以上

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社は、主要な事業会社であるENEOS株式会社、JX石油開発株式会社およびJX金属株式会社を完全子会社とし、それ以外のグループ会社
は、事業の維持・拡大の必要性に応じて完全子会社、上場子会社等として保有することとしています。上場子会社については、グループ全体とし
て企業価値向上や資本効率性の観点から、上場子会社として維持することが最適なものであるかを定期的に点検するとともに、その合理的理由
や上場子会社のガバナンス体制の実効性確保について取締役会で審議することを方針としています。

　当社は、上場会社である株式会社NIPPOの親会社です。同社については、規模および収益性の観点から道路舗装業界トップの会社であり、当
社グループの事業ポートフォリオにおいても重要な位置づけにあるため、子会社としています。当社グループの事業特性上、資源価格の変動に
よって経営成績が大きく左右され、財務状況に重大な影響を受けるリスクがあるところ、同社は、安定的に高い利益をあげており、当社グループ全
体の企業価値の最大化に貢献しています。

　また、舗装・建築事業における高い技術力を有する同社とは、再生アスファルト改質剤の開発協力等を進めているほか、同社が開発した太陽光
で発電する舗装システムについては、当社の長期ビジョンに掲げる地域サービスへの活用が期待できることなどから、十分なシナジー効果を有し
ています。

　他方、同社を上場会社として維持することは、業界トップ企業としての同社社員のモチベーション維持・向上および優秀な人材の採用に資するた
め、十分な合理性があると考えています。

　当社の完全子会社であるJX金属株式会社は、上場会社である東邦チタニウム株式会社の親会社です。

　ＪＸ金属は、先端素材など技術による差別化によりグローバル競争で優位に立てる事業をフォーカス事業とし、これを成長戦略のコアと位置付け
ています。東邦チタニウムは、薄膜材料事業における高純度チタンなど、フォーカス事業が競争力を保つために重要な高品質材料のサプライヤー
であり、かつ、製品のライフサイクルが短期化傾向にある先端素材分野では、同社との緊密なコラボレーションによる次世代製品群の創出・育成を
迅速に行う必要があります。そのため、同社を子会社として維持することが不可欠です。

　他方、同社とのシナジー効果を最大化するためには、同社が資本市場から機動的に直接資金調達を行う手段を持つ必要があり、また、同社を
上場子会社として維持することは、同社社員のモチベーション維持・向上および優秀な人材の採用に資するため、十分な合理性があると考えてい
ます。

　当社は、上場子会社の一般株主の利益に十分配慮し、実効性のあるガバナンス体制を確保するために、次のとおり上場子会社の独立社外取
締役の選解任権限の行使に関する方針を策定しています。

（１）選任権限の行使に関する考え方

　ア．取締役の３分の１以上を独立社外取締役とするよう求める。それが直ちに困難な場合は、重要な利益相反取引について、独立社外取締役を



中心とした委員会で審議・検討を行う仕組みを導入するよう求める。　

　イ．独立社外取締役については、次の要件を考慮する。

　　（ア）高い職業的倫理観を持ち、戦略的な思考力、判断力に優れ、かつ、変化への柔軟性などを有し、併せて、上場子会社としての意思決定と
経営の監督を行うことができる者かどうか

　　（イ）過去10年以内にENEOSグループに所属していない者かどうか

　　（ウ）独立した立場で一般株主を含む株主共通の利益の保護を考慮し、上場子会社の企業価値向上に貢献できる者かどうか

（２）解任権限の行使に関する考え方

　　　次のいずれかに該当した場合、各上場子会社の取締役会の決定に従い、独立社外取締役を解任するべく議決権を行使する。

　　（ア）重大な法令違反があり、ENEOSグループまたは上場子会社グループの名誉を著しく棄損した場合

　　（イ）職務執行に悪意または重過失があり、ENEOSグループまたは上場子会社グループに著しい損害を与えた場合

　　（ウ）一般株主の利益を著しく棄損した場合



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 28 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 16 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 6 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

6 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

大田　弘子 学者

大塚　陸毅 他の会社の出身者 △

宮田　賀生 他の会社の出身者 △

西岡　清一郎 学者

三屋　裕子 他の会社の出身者 ○

岡　俊子 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



大田　弘子 　 ○ ―――

　大田弘子氏は、公共経済学及び経済政策を
専門とし、政策研究大学院大学において長く教
育・研究に携わり、また、内閣府政策統括官
（経済財政分析担当）、経済財政政策担当大臣
等を歴任しており、経済・財政に関して豊富な
専門的知識と経験を有していることから、当社
の経営に対して指導・助言を行うことができ、併
せて、独立した客観的な観点から、経営の監督
を行うことができると判断したため、監査等委
員でない社外取締役に選任しています。

　なお、同氏は、当社の独立役員の独立性判
断基準（【独立役員関係】「その他独立役員に
関する事項」欄をご参照）を満たしており、ま
た、取引所が定める独立性基準に抵触する事
項はないことから、一般株主と利益相反が生じ
るおそれがないと判断しております。

大塚　陸毅 　 ○

　2019年度において、当社の中核事業会
社は、同氏が2012年3月まで取締役会長
に就任していた東日本旅客鉄道株式会社
およびその主な関係会社に対して燃料納
入等を行いましたが、これらの売上金額
の合計は、当社の連結売上高の0.25％で
す。また、当社および当社の中核事業会
社は、東日本旅客鉄道株式会社およびそ
の主な関係会社に対して、カード手数料
等を支払いましたが、これらの支払金額
の合計は、東日本旅客鉄道株式会社の
連結売上高の0.00％です

　大塚陸毅氏は、長年にわたり東日本旅客鉄
道株式会社の経営の任に当たっており、会社
経営において、高い見識と豊富な経験・確固た
る実績を有していることから、当社の経営に対
して指導・助言を行うことができ、併せて、独立
した客観的な観点から、経営の監督を行うこと
ができると判断したため、監査等委員でない社
外取締役に選任しています。

　なお、同氏は、当社の独立役員の独立性判
断基準（【独立役員関係】「その他独立役員に
関する事項」欄をご参照）を満たしており、ま
た、取引所が定める独立性基準に抵触する事
項はないことから、一般株主と利益相反が生じ
るおそれがないと判断しております。

宮田　賀生 　 ○

2019年度において、当社の中核事業会社
は、同氏が2014年6月まで代表取締役専
務に就任していたパナソニック株式会社に
対して電材加工製品等を販売しましたが、
これらの売上金額の合計は、当社の連結
売上高の0.02％です。また、当社の中核
事業会社は、パナソニック株式会社および
その主な関係会社に対して、原料代等を
支払いましたが、これらの支払金額の合
計は、パナソニック株式会社の連結売上
高の0.01％です。

　宮田賀生氏は、パナソニック株式会社におい
て、長年にわたり国内外で経営の任に当たり、
企業経営者としての豊富な経験と高い見識を
有しています。また、同氏は、2015年３月から
東燃ゼネラル石油株式会社の社外取締役を務
めたのち、2017年４月からは当社の社外取締
役を務めてきたことから、当社の経営に対して
指導・助言を行うことができ、併せて、独立した
客観的な観点から、経営の監督を行うことがで
きると判断したため、監査等委員でない社外取
締役に選任しています。

　なお、同氏は、当社の独立役員の独立性判
断基準（【独立役員関係】「その他独立役員に
関する事項」欄をご参照）を満たしており、ま
た、取引所が定める独立性基準に抵触する事
項はないことから、一般株主と利益相反が生じ
るおそれがないと判断しております。

西岡　清一郎 ○ ○ ―――

　西岡清一郎氏は、宇都宮地方裁判所長、東
京家庭裁判所長、広島高等裁判所長官等の要
職を歴任し、その後は、弁護士として活躍し、
慶應義塾大学法科大学院客員教授として後進
の指導に当たるなど、司法に関して豊富な専門
的知識と経験を有しています。また、同氏は、
2016年６月から当社の社外監査役に、2018年
６月からは当社の監査等委員である社外取締
役に就任し、監査等委員でない取締役の職務
の執行の監査・監督を行っています。

　これらの経験や実績を活かすことにより、当
社の経営に対して指導・助言を行うことができ、
また、客観的かつ独立した公正な立場に立っ
て、監査等委員でない取締役の職務の執行を
監査・監督することができると判断したため、監
査等委員である社外取締役に選任していま
す。

　なお、同氏は、当社の独立役員の独立性判
断基準（【独立役員関係】「その他独立役員に
関する事項」欄をご参照）を満たしており、ま
た、取引所が定める独立性基準に抵触する事
項はないことから、一般株主と利益相反が生じ
るおそれがないと判断しております。



三屋　裕子 ○ ○

　2019年度において、当社は、同氏が代
表理事 会長に就任している公益財団法

人日本バスケットボール協会から女子バ
スケットボールチームの活動に対する奨
励金を受領しましたが、この合計金額は、
当社の連結売上高の0.00％です。また、
当社は、同協会に対して、Ｓ級コーチ講習
会受講料等を支払いましたが、この金額
は、同協会の経常収益の0.02％です。

　三屋裕子氏は、スポーツ界でトップアスリート
として活躍されたのち、多くの会社経営に携わ
り、また、公益財団法人日本バスケットボール
協会代表理事 会長をはじめ各種スポーツ協会

の要職を務め、組織運営の強化に尽力するな
ど、会社の経営者及び各種団体の運営者とし
て豊富な経験と高い見識を有しています。

　これらの経験や実績を活かすことにより、当
社の経営に対して指導・助言を行うことができ、
また、客観的かつ独立した公正な立場に立っ
て、監査等委員でない取締役の職務の執行を
監査・監督することができると判断したため、監
査等委員である社外取締役に選任していま
す。

なお、同氏は、当社の独立役員の独立性判断
基準（【独立役員関係】「その他独立役員に関
する事項」欄をご参照）を満たしており、また、
取引所が定める独立性基準に抵触する事項は
ないことから、一般株主と利益相反が生じるお
それがないと判断しております。

岡　俊子 ○ ○

　2019年度において、当社の中核事業会
社は、同氏が2016年6月までパートナーに
就任していたPwCアドバイザリー合同会社
に対して海外新規事業調査費等を支払い
ましたが、同氏は、直近の過去3事業年度
より前に同社パートナーを退任しており、
これらの取引には関与していません。

岡俊子氏は、財務・会計、Ｍ＆Ａ及び経営戦略
立案を専門とし、また、長年にわたり多くの会
社経営に携わるなど、財務・会計分野における
専門家及び会社の経営者としての豊富な経験
と高い見識を有しています。

　これらの経験や実績を活かすことにより、当
社の経営に対して指導・助言を行うことができ、
また、客観的かつ独立した公正な立場に立っ
て、監査等委員でない取締役の職務の執行を
監査・監督することができると判断したため、監
査等委員である社外取締役に選任していま
す。

　なお、同氏は、当社の独立役員の独立性判
断基準（【独立役員関係】「その他独立役員に
関する事項」欄をご参照）を満たしており、ま
た、取引所が定める独立性基準に抵触する事
項はないことから、一般株主と利益相反が生じ
るおそれがないと判断しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 5 2 2 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　執行部門から指揮命令系統を明確に独立させた組織として、監査事務室を設置し、専任の従業員が監査等委員会の職務を補助します。また、
監査等委員会の当該従業員に対する指示の実効性を確保するため、当該従業員の評価、異動等の人事処遇は、常勤の監査等委員との事前の
協議を経て、これを決定します。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査等委員会は、会計監査人から、監査の計画、実施状況、結果等について定期的に報告を受けるとともに、会計監査人との間で意見・情報の
交換を行っております。

　また、監査等委員会は、内部監査部門である「監査部」から、監査の計画、実施状況、結果等について定期的に報告を受けるとともに、「監査部」
との間で意見・情報の交換を行っております。

【任意の委員会】



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名諮問委員会 5 0 2 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬諮問委員会 5 0 2 3 0 0
社外取
締役

補足説明

　当社の取締役会において当社の取締役等の人事・報酬を決定するにあたり、社外取締役が過半数を占め、かつ社外取締役が議長を務める指
名諮問委員会・報酬諮問委員会に諮問することにより、その決定プロセスの透明性を確保します。

　また、当社の監査等委員会は、株主総会において監査等委員でない取締役の人事・報酬に関する意見陳述権を的確に行使することを目的とし
て、監査等委員１名を指名諮問委員会・報酬諮問委員会に出席させます。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

　独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定している。

　また、当社は独立役員の「独立性判断基準」を以下のとおり定めている。

【当社の独立役員の独立性判断基準】

　当社は、次の要件を満たす社外取締役を、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員と判断する。

１．社外取締役が、現在および直近の過去3年間において、次に該当する者でないこと

（１）当社の主要な顧客（注１）またはその業務執行者

　　（注１）直近の過去３事業年度のいずれかの年度における当該顧客に対する当社および主要な事業会社の売上高の合計額が当社の連結売
上高の2％を超える顧客とする。

（２）当社を主要な顧客とする事業者（注２）またはその業務執行者

　　（注２）直近の過去3事業年度のいずれかの年度における当社および主要な事業会社に対する当該事業者の売上高の合計額が当該事業者の
連結売上高の2％を超える事業者とする。

（３）当社の主要な借入先（注３）またはその業務執行者

　　（注３）直近の過去3事業年度のいずれかの年度末日における当該借入先からの連結ベースでの借入額が当社連結資産合計の2％を超える
借入先とする。

（４）当社から役員報酬以外に多額の報酬を得ている法律専門家、公認会計士またはコンサルタント（注４）（当該報酬を得ている者が法人、組合
その他の団体である場合は、当該団体に所属する法律専門家、公認会計士またはコンサルタント）

　　（注４）直近の過去3事業年度のいずれかの年度における当社および主要な事業会社からの報酬の合計額が1,000万円を超える者とする。

（５）当社の会計監査人または会計監査人である監査法人に所属する公認会計士

（６）当社から多額の寄付を得ている者（注５）（当該寄付を得ている者が法人、組合その他の団体である場合は、当該団体の業務を運営する者）

　　（注５）直近の過去3事業年度のいずれかの年度における当社および主要な事業会社からの寄付金の合計額が当該寄付先の収入総額の2％
を超える寄付先とする。

（７）当社の大株主（注６）またはその業務執行者 　

　　（注６）当社の議決権総数の10％以上の議決権を有する者とする。

２．社外取締役の二親等以内の親族が、現在および直近の過去3年間において、次に該当する者でないこと（重要でない者を除く）

（１）当社または当社子会社の業務執行者 　　　

（２）上記１．（１）～（７）に該当する者

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

　下記「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご覧ください。



ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

　有価証券報告書および事業報告において、役員区分ごとの報酬等の総額を記載しております。2019年度にかかる役員区分ごとの報酬等の総額
は以下のとおりであります。

　　監査等委員でない取締役（社外取締役を除く）　12名　　　　　　　総額398百万円

　　監査等委員である取締役（社外取締役を除く） 　2名　　　　　　　総額68百万円

　　社外取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7名　　　　　　　総額83百万円

　（注）2019年6月26日開催の第9回定時株主総会終結の時をもって退任した監査等委員でない取締役3名および監査等委員である社外取締役1
名にかかる報酬等の額が含まれています。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　監査等委員でない取締役の報酬等は、役割に応じて支給される月額報酬ならびに業績に応じてその額が変動する賞与および業績連動型株式
価値と連動する株式報酬の三種類で構成しており、当該事業年度の会社業績に加えて、中長期的な株式価値が報酬に反映されるバランスのと
れた報酬体系としております。

　なお、当該報酬等の決定方針については、報酬諮問委員会（社外取締役3名および代表取締役２名で構成し、社外取締役が議長を務める。ま
た、監査等委員会は、株主総会において意見陳述権を的確に行使することを目的として、監査等委員１名を出席させる。）の審議・答申を経て、取
締役会の決議によって決定しております。

【社外取締役のサポート体制】

　社外取締役の職務の執行を支援するべく、法務部に「取締役事務室」を設置し、専任スタッフを配置しております。

　また、監査等委員会による監査機能充実のため、執行部門から指揮命令系統（人事評価を含む）を明確に独立させた「監査事務室」を置き、専
任スタッフを配置し、監査等委員会の職務を補助させています。

　なお、取締役会の議案の資料は原則３日前までに社外取締役に送付するとともに、重要な議案については事前説明を行う機会を設けています。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 ― 名

その他の事項

・当社は、2019年6月26日付で、相談役および顧問を廃止しております。

・なお、退任役員の一部について、当該役員の知見を活用し、対外業務（財界活動、業界活動、公職への就任等）を委任する必要がある場合に
は、指名諮問委員会への報告、取締役会決議等所要の手続を経て当該役員に対して特別理事または理事の職を委嘱することがあります。

・特別理事の対象者は、当社会長・社長、主要な事業会社の社長経験者であり、理事の対象者は、特別理事対象者を除く当社・主要な事業会社
役員経験者です。

・本報告書提出日現在、大井　滋氏が主要な事業会社（ＪＸ金属株式会社）の特別理事に、就任しています。

・相談役および顧問廃止の経過措置として、木村　康および内田幸雄の両氏については、従前の相談役の勤務形態・条件および任期を継続する
こととしています。両氏についても、明確に任期（最長4年間）を設けており、また、当社の経営には関与いたしません。なお、相談役を廃止したこと
から、特別理事と呼称しております。



・当社に顧問制度はありませんが、元代表取締役社長等を名誉顧問とする場合があります。名誉顧問（10名）については、非常勤・無報酬の名誉
職であるため、記載しておりません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

本報告書Ⅰ「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」１．「基本的な考え方」をご覧くださ
い。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

本報告書Ⅰ「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」１．「基本的な考え方」をご覧くださ
い。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
例年、株主総会開催日から3週間前の日までに発送しておりましたが、2020年6月25日開
催の定時株主総会については、新型コロナウイルス感染症の影響により監査法人の監査
報告作成業務が遅延したため、開催日から2週間前の発送となりました。

集中日を回避した株主総会の設定 2020年6月25日に定時株主総会を開催しました。

電磁的方法による議決権の行使
インターネットおよび株式会社ICJが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」による議
決権行使を可能にしております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加しており
ます。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知の英訳を自社および東京証券取引所のホームページならびに議決権電子行使
プラットフォームに掲載しております。

その他
株主総会招集通知の内容については、早期に情報を提供する観点から、招集通知発送
前の2020年5月29日に自社および東京証券取引所ホームページに開示しました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ホームページの株主・投資家情報ページにおいて、ディスクロージャー

ポリシーを公表しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
国内主要各都市において、個人投資家向けセミナーを実施しております。

主な説明者はＩＲ担当役員またはＩＲ担当者ですが、社長による説明会も

実施しております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期ごとに決算説明会を実施しており、社長またはＩＲ担当役員が説明を

行っております。また、定期的な主要投資家訪問やカンファレンス等を

通じて、社長またはＩＲ担当役員等による個別ミーティングを実施して

おります。その他、製油所、製錬所等の事業所説明会も年に2回程度

行っております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
定期的な主要投資家訪問やカンファレンス等を通じて、会長、社長または

ＩＲ担当役員等による個別ミーティングを実施しております。
あり

IR資料のホームページ掲載
ＩＲ資料室と題したページを設け、決算短信、決算説明会資料、有価証券

報告書・四半期報告書、株主通信、統合レポート、その他の機関投資家・個人
投資家向け説明会で使用したプレゼンテーション資料を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 財務ＩＲ部ＩＲグループ

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明



社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は、「ENEOSグループ理念」および「ENEOSグループ行動基準」を定め、役員・従業
員の一人ひとりが「ENEOSグループ理念」を誠実に実践することを通じて社会に対する責
任を着実に

果たし、ステークホルダーから信頼される企業グループの確立を目指しております。

「ENEOSグループ理念」

　【使命】

　　地球の力を、社会の力に、そして人々の暮らしの力に。

　　エネルギー・資源・素材における創造と革新を通じて、

　　社会の発展と活力ある未来づくりに貢献します。

　【大切にしたい価値観】

　　社会の一員として　高い倫理観

　　　　　　　　　　　　　　誠実・公正であり続けることを価値観の中核とし、

　　　　　　　　　　　　　　高い倫理観を持って企業活動を行います。

　　　　　　　　　　　　　　安全・環境・健康

　　　　　　　　　　　　　　安全・環境・健康に対する取り組みは、

　　　　　　　　　　　　　　生命あるものにとって最も大切であり、常に最優先で考えます。

　　　

　　人々の暮らしを　　 お客様本位

　　支える存在として お客様や社会からの期待・変化する時代の要請に真摯に向き合い、

　　　　　　　　　　　　　　商品・サービスの安定的な供給に努めるとともに、

　　　　　　　　　　　　　　私たちだからできる新たな価値を創出します。

　　活力ある未来の　 挑戦

　　実現に向けて　　　 変化を恐れず、新たな価値を生み出すことに挑戦し続け、

　　　　　　　　　　　　　　今日の、そして未来の課題解決に取り組みます。

　　　　　　　　　　　　　　向上心

　　　　　　　　　　　　　　現状に満足せず、一人ひとりの研鑽・自己実現を通じて、

　　　　　　　　　　　　　　会社と個人がともに成長し続けます。

「ENEOSグループ行動基準」

１．コンプライアンスの徹底と社会規範への適切な対応

（１）私たちは、コンプライアンス（法令・契約・社内規程類の遵守）を徹底し、社会規範に適
切に対応します。

（２）私たちは、コンプライアンスに違反する状態を放置せず、また加担しません。

２．安全確保

（１）私たちは、安全は事業活動の大前提と位置づけ、安全に関して高い目標を掲げ、常に
安全を確保し、あらゆる事故・負傷災害を防止する対策を講じます。

（２）私たちは、地震等の自然災害による事業拠点の被害を最小限に抑えるため、予防策
および緊急時対策を講じ、役員、従業員、近隣住民およびその他関係者の生命・身体の安
全確保に、全力を尽くします。

（３）私たちは、病気・アルコール・薬物等の影響により、安全が確保されない状況におい
て、就業しません。

３．環境保全

（１）私たちは、地球環境がかけがえのないものであることを認識し、限られた資源を取り扱
う企業グループとして、水、土壌、大気等の自然資本と生物多様性の保全に努めるととも
に、持続可能な社会の形成に貢献します。

（２）私たちは、低炭素社会の形成に貢献するため、省エネルギーの推進および再生可能
エネルギーの普及等に努めます。

（３）私たちは、資源を効率的に利用するとともに、廃棄物の発生抑制（リデュース）、再使
用（リユース）、再資源化（リサイクル）等により、循環型社会の形成に貢献するよう努めま
す。

（４）私たちは、資源開発・調達・製造・流通・販売等、バリューチェーンのすべてにわたって
持続可能な生産と消費に努めるとともに、社会に対して同様の働きかけを行います。

４．健康促進

（１）私たちは、働く人の健康は企業の継続および発展の基盤であるとの認識のもと、心身
の健康を維持・増進するための取組みを積極的に支援し、健康確保のための努力を尽くし
ます。

（２）私たちは、労働衛生の継続的な発展のために、外部と協力して情報収集・発信を行う
とともに、事業活動に伴う健康障害リスクを特定し、評価を行い、そのリスクを抑制する対
策を推進します。

５．人権尊重

（１）私たちは、人権に関する国際規範を尊重し、性別、年齢、国籍、人種、民族、皮膚の
色、文化、思想、宗教、信条、政治的見解、性的指向、障がいの有無といった違いを十分
認識のうえ、その多様性を尊重し、人権を侵害しません。

（２）私たちは、内容の如何を問わず、差別・ハラスメントを行いません。

（３）私たちは、強制労働・児童労働を行いません。

（４）私たちは、紛争の長期化や人権侵害、非人道的行為の拡大につながる取引を行いま
せん。

６．価値ある商品・サービスの提供

（１）私たちは、常に新しい発想と挑戦マインドを持って事業活動を行います。

（２）私たちは、革新的な技術および有用な商品・サービスの開発・提供を通じて、国内外の



社会課題の解決に貢献し、お客様の満足と信頼獲得に努めます。

（３）私たちは、商品・サービスの提供にあたり、国内外の基準に準拠し、安全・環境・健康
等に関する適切な品質管理およびリスク管理を行うとともに、非常時においても、その安定
的な提供に努めます。

（４）私たちは、常にお客様の視点に立ち、商品・サービスに関する適切でわかりやすい表
示・説明を行い、お客様からのお問い合わせについては、誠意をもって迅速に対応します。

（５）私たちは、商品・サービスに不具合や問題が生じた場合、原因究明および再発防止の
徹底に努めます。

７．公平・公正な取引

（１）私たちは、国内外の競争法、安全保障貿易管理に関する法令等を遵守し、公平・公正
な取引を行います。

（２）私たちは、国内外のお客様、取引先やビジネスパートナーとともに発展し、もって社会
に貢献できる健全な関係を構築します。

（３）私たちは、第三者の知的財産権を尊重します。

（４）私たちは、グループ理念にある「高い倫理観」に反して、取引先から現金の提供や贈
答・接待を受け、または、取引先に対し現金の提供や贈答・接待を行いません。社会通念
上適正な範囲内で、贈答・接待を受け、またこれらを行う場合であっても、透明性を確保す
るとともに、業務上の決定に不適切な影響を与えないことを前提とします。

（５）私たちは、反社会的勢力および団体に対して、毅然とした態度を堅持するとともに一切
の関係を持ちません。

８．政治・行政との適切な関係

（１）私たちは、政治・行政との透明度の高い関係を維持します。

（２）私たちは、会社として政治活動（ロビー活動を含む。）に関与する場合は、事前に決裁
権者による確認・承認を得たうえで、これを実施します。

（３）私たちは、国内および外国の公務員等（みなし公務員その他規制の対象となる者を含
む。）に対し、贈賄等の汚職にあたる行為を実施しません。

９．利益相反の回避

（１）私たちは、すべての事業活動において、自らの利益ではなく、会社の利益を優先しま
す。

（２）私たちは、会社による承認なしに、会社の利益と相反する行為を行いません。

10．会社資産の保全・管理

（１）私たちは、会社の有形資産および無形資産を、適切に維持、管理、保護します。

（２）私たちは、会社の有形資産および無形資産を、業務以外の用途に使用しません。

（３）私たちは、業務上、新たな発明・発見等を行った場合、これを会社の知的財産権として
保護します。

11．適切な情報管理と情報開示

（１）私たちは、自己の職務の範囲内において、適切な方法で社内外の情報を取得すること
とし、これを自己の職務以外の目的に使用しません。

（２）私たちは、個人情報の取得および利用にあたり、その利用目的・範囲を明確に定める
とともに、個人情報を厳格に管理し、その保護に細心の注意を払います。

（３）私たちは、業務上必要なすべての記録および報告を、事実に基づき、正確に、遺漏な
く、かつ適時に作成します。

（４）私たちは、権限のない者が会社情報にアクセスすることを制限するなど機密度に応じ
て、会社情報の機密を厳格に保持します。また、会社情報の正確性・信頼性を確保すると
ともに、これを適切に整理・保存し、必要なときに確実に利用できるようにします。

（５）私たちは、インサイダー取引を行いません。

（６）私たちは、さまざまなステークホルダーとの円滑なコミュニケーションを確保するため、
適切な手段を用いて、正確でわかりやすく、かつ、適時に会社情報を開示します。

12．健全な職場環境の確立

（１）私たちは、適切な健康管理・ワークライフバランス等の推進により、職場でいきいきと
働くとともに、自らおよびその家族ならびに職場の仲間が、健康で文化的な生活をおくれる
よう努めます。

（２）私たちは、多様な個人が最大限に力を発揮できるよう、ダイバーシティを推進します。

（３）私たちは、総合の対話および円滑な意思疎通を通じて、働きやすい職場環境を確保・
維持するよう努めます。

（４）私たちは、人材の育成に努め、自らおよびお互いの能力伸長を図ります。

（５）私たちは、事業活動に従事する間に宗教活動、政治的活動およびこれに類する活動を
行う場合は、事前に決裁権者による確認・承認を得ることとします。

13．市民社会の発展への貢献

（１）私たちは、事業活動のあらゆる拠点において、環境、文化、慣習を尊重し、地域社会、
自治体、市民団体等との対話・連携・協働を行います。

（２）私たちは、社会貢献活動を通じて、市民社会の発展に貢献します。

14．違反行為への対処と再発防止

（１）私たちは、この行動基準に違反するまたは違反するおそれのある行為を発見した場
合、上司への報告、関係部署への相談または内部通報制度の利用により、その解決を図
ります。

（２）私たちは、通報行為を理由として通報者に対して不利益となる行為を行いません。

（３）私たちは、この行動基準に違反する事態が発生した場合、その原因を徹底して究明す
るとともに、効果的な再発防止策を定め、これを遂行します。

なお、私たちは、自らがこの行動基準が禁止する行為を行った場合、就業規則等に則り、
処分の対象となることを認識します。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　当社およびENEOSグループ各社は、「ENEOSグループ理念」の下、その実現に向けた
日々の事業活動、環境保全活動およびESG活動を次のとおり実施しております。

【エネルギー事業】

　・製油所、製造所等の安全・安定操業の徹底

　・震災時給油可能サービスステーションの展開

　・環境配慮型商品・サービスの開発・販売

【石油・天然ガス開発事業】

　・オペレーター事業を中心とした安全操業と安定生産

　・事業展開国・地域における教育支援等の社会貢献活動

　・油・ガス田における温室効果ガス排出量削減活動

【金属事業】

　・鉱山、製錬所、工場等における安全・安定操業の徹底

　・非鉄金属資源の効率的な採掘・製錬・加工・リサイクル

　・低濃度ＰＣＢ廃棄物、アスベスト廃棄物等の無害化処理事業の展開

【その他】

　・次世代の育成支援及びスポーツ文化の振興

　・創作童話集の発行・寄贈、奨学助成金の寄付を行うENEOS童話賞

　・地域に密着した環境保全活動・ボランティア活動

　なお、ESGに関する取組みの最新の状況につきましては、当社ホームページ

（https://www.hd.eneos.co.jp/csr/）にこれを掲載しているほか、ESGレポートを刊行いたし
ます。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社は、ディスクロージャーポリシーを定め、迅速、適正かつ公平な情報開示に努めてお
ります。なお、ディスクロージャーポリシーにつきましては、当社ホームページ
（https://www.hd.eneos.co.jp/disclosure/）に掲載しております。

　また、当社は、「インサイダー取引防止規程」を定め、当社および主要な事業会社にかか
る重要事実が決定され、または発生したときは、遅滞なくこれを公表することとしておりま
す。

　さらに、当社は、「危機・緊急事態対応規程」を定め、経営に影響を及ぼす危機・緊急事
態が発生した場合の情報の取扱いについて、「情報の隠蔽・加工」、「不確実な情報の開
示」、「不平等な情報の開示」および「情報提供者に対する不利益」を禁じ、「透明性のある
円滑なコミュニケーション」を行うことを基本姿勢としております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、「ENEOSグループ理念」の下、「ENEOSグループ行動基準」を踏まえ、以下の基本方針に基づいて、業務の適正を確保するための体制
（内部統制システム）を整備し、これを運用する。

当社は、内部統制システムの運用に当たり、これをENEOSグループ全社横断的にかつ実効性ある形で実施するとともに、経営会議において、そ
の運用状況の定期的モニタリングを行い、不断の改善に努めるものとする。

１．取締役および使用人（従業員）の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

（１）国内外を問わず、公正な企業活動を展開し、ENEOSグループに対する社会的信頼を向上させるべく、コンプライアンスを徹底するための規程
類を整備・運用し、職務上のあらゆる場面において、法令、定款および規程類を遵守する。

（２）コンプライアンスを徹底するための委員会等の組織体制を整備・運用するとともに、定期的にENEOSグループの法令遵守状況の点検活動を
行い、点検結果に対応した適正な措置を講ずる。

（３）法令違反行為の早期発見および早期是正を図るとともに、法令違反行為の通報者を適切に保護するために、弁護士と連携した内部通報制度
を整備・運用する。また、内部通報制度の利用その他の適正な方法によって会社に報告した者が当該報告を行ったことを理由として不利な取扱い
を受けないようにするために、こうした取扱いを禁止する旨を関係する規程類に明記することなど、必要な体制を整備・運用する。

（４）取締役会の適正な運営を図るため、「取締役会規則」を制定の上、これに基づき、取締役会を原則として毎月１回開催し、十分な審議を経て重
要な業務執行を決定するとともに、取締役から適切に職務の執行状況につき報告を受ける。

（５）社外取締役が取締役会に出席して審議に加わることにより、業務執行の決定における客観性の確保および妥当性の一層の向上を図る。

（６）内部監査を担う監査部を設置し、各部門から独立した監査を実施する。

（７）財務報告の信頼性を確保するための内部統制体制を整備・運用するとともに、毎年、その有効性を評価し、必要な是正を行う。

（８）反社会的勢力との関係を遮断するため、ENEOSグループ全体の基本方針を定め、これに基づき、ENEOSグループ各社において業務実態に
応じた規程類を整備・運用し、その遵守を徹底する。

２．取締役および使用人（従業員）の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制

（１）職務の執行は原則として文書によることとし、文書の作成、管理等に関する規程類を整備・運用する。

（２）法令に基づき取締役会議事録を適正に作成し、また、各職制の決裁書類について、その作成、回付、保存等に関する規程類を整備・運用す
る。

（３）会社情報の不正な使用・開示・漏洩を防止し、機密情報および個人情報を適切に取り扱うとともに、外部からの脅威に対してＩＴシステムを保護
するための規程類を整備・運用する。また、社内研修等 の機会を通じ、従業員に対して、その遵守を徹底する。

（４）会社法、金融商品取引法および証券取引所の適時開示規則に基づき、事業報告、計算書類、有価証券報告書等を適正に作成するとともに、
会社情報の適時適切な開示を行う。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）取締役会および経営会議において、多額の投資等の重要案件を付議するに当たっては、想定されるリスクを抽出の上、当該リスクへの対処
方針を明確にする。また、必要に応じ、法務、会計、税務等の外部アドバイザーを起用して、その意見を徴することとする。

（２）経済・金融情勢の激変、原油・銅地金その他資源価格および為替の大幅な変動、大地震の発生等、ENEOSグループの企業価値を損ねるおそ
れのある各種リスクを適切に識別・分析し、これに対応するための体制および規程類を整備・運用する。

（３）各部門において、組織目的の達成を阻害するリスクに対応するための内部統制を推進することとし、このために必要な体制および規程類を整
備・運用する。

（４）ENEOSグループの事業において、安全確保、環境保全および健康の確保を図ることとし、このために必要な体制および規程類を整備・運用す
る。

（５）ENEOSグループの経営に重大な影響を及ぼす危機・緊急事態が発生した場合に備え、これらの情報を適切に伝達・管理し、損害の発生・拡
大を防止するための体制および規程類を整備・運用する。

４．取締役および使用人（従業員）の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）「組織・権限に関する規程類」において機構、職制、業務分掌ならびに職能別・職制別の決裁事項および決裁権限を定め、効率的に職務を執
行する。

（２）取締役会は、業務執行の機動性を向上させるため、重要な業務執行の決定の一部を社長に委任し、経営の基本方針、内部統制システム整
備の基本方針等の審議・決定ならびに取締役および執行役員の職務の執行の監督に注力する。

（３）取締役会決議事項については、原則として事前に社長決裁を経るものとする。また、社長決裁に当たっては、その協議機関として経営会議を
設置し、経営陣による集団的な検討・討議を経て、適正かつ 効率的な意思決定を行う。

（４）ENEOSグループの長期ビジョンを策定するとともに、中期経営計画において向こう３年間の経営計画を定める。また、予算制度、目標管理制
度等の経営管理制度を整備・運用する。

（５）適切な情報管理、業務の標準化・効率化および内部統制の強化等の観点から、最適なＩＴシステムを構築し、運用する。

５．企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）「ENEOSグループ理念」および「ENEOSグループ行動基準」については、ENEOSグループ各社共通の理念・行動基準としてこれを定め、その浸
透・徹底を図る。

（２）取締役会によるグループ全体に対する監督のもと、エネルギー事業を中心に据えたグループ運営体制を確立するため、当社とENEOS（株）の
経営陣が兼任するとともに、両社の経営会議および管理部門を一体的に運営する。一方、JX石油開発（株）およびJX金属（株）は、当社の定める
経営方針のもと、それぞれの事業特性に応じて、自律性・機動性・独立性を高めた業務執行体制を構築する。

（３）「取締役会規則」および「組織・権限に関する規程類」において、グループ会社の業務執行案件のうち、当社の取締役会および経営会議にお
いて決議もしくは決裁または報告する案件を定め、適正に運用する。

（４）当社とグループ会社の使命・目的、基本的役割、意思決定の権限体系等、グループ運営に関する基本的な規程類において定めるとともに、
ENEOSグループ全体に適用されるべき規程類を整備・運用し、これら規程類のグループ各社における共有および遵守の徹底を図る。

（５）ENEOSグループの内部統制に関する制度（コンプライアンスに関する制度およびＩＴによる内部統制に関する制度を含む。）については、グ



ループ各社の事業特性を勘案しつつ、グループ会社を包含したものとしてこれを整備・運用する。

（６）経営会議において、ENEOSグループとしての内部統制システムの整備・運用状況を確認することにより、ENEOSグループにおけるコンプライア
ンス体制、リスク管理体制、効率的な業務執行体制その他の内部統制システムを適切に整備・運用する。

６．監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査等委員会が定めた監査基準および監査計画を尊重し、監査の円滑な遂行および監査環境の整備に協力する。

（２）監査等委員が経営会議等の重要な会議に出席し、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握できるように必要な措置を講ずるほ
か、監査等委員の求める事項について、当社およびグループ会社が適切に報告をするための体制を整備・運用する。

（３）当社またはグループ会社において、重大な法令・定款違反および不正行為の事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実等を発見し
たときに、直ちに監査等委員会に当該事実等を報告するための体制を整備・運用する。また、グループ会社の監査役等が、監査結果等、監査等
委員会が求める事項について報告するための体制を整備・運用する。

（４）監査等委員会に対して報告した者が当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを受けないようにするために、こうした取扱いを禁止する
旨を関係する規程類に明記することなど、必要な体制を整備・運用する。

（５）代表取締役その他の経営陣が監査等委員と適宜会合をもち、ENEOSグループの経営課題等について意見交換を行う。

（６）内部監査を担う監査部は、監査計画および監査結果に関して意見交換を行うなど、監査等委員会と密接な連携を保つよう努める。

（７）執行部門から独立した組織として、監査事務室を設置し、専任の従業員が監査等委員会の職務を補助する。また、監査等委員会の当該従業
員に対する指示の実効性を確保するため、当該従業員の評価、異動等の人事処遇は、常勤の監査等委員との事前の協議を経て、これを決定す
る。

（８）監査等委員の職務の執行にかかる費用または債務については、会社法第３９９条の２第４項の規定により、監査等委員からの請求に基づき、
当社が適切にこれを負担する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、「内部統制システムの整備・運用に関する基本方針」において、「反社会的勢力との関係を遮断するため、ENEOSグループ全体の基本
方針を定め、これに基づき、ENEOSグループ各社において業務実態に応じた規程類を整備・運用し、その遵守を徹底する。」旨を定めており、これ
に基づき制定した「反社会的勢力との関係遮断のためのENEOSグループ基本方針」および「ENEOSグループ反社会的勢力対応基本規程」の下
で、ENEOSグループ全体として反社会的勢力との関係遮断に取り組んでおります。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



ＥＮＥＯＳグループのコーポレートガバナンスの体制

＜会計監査＞

＜監査＞

＜執行役員

の選任・解任＞

株 主 総 会

会計監査

経営会議
(議長：社長執行役員)

監査部
（内部監査部門）

＜内部監査＞

＜監督＞

＜会計監査人
の選任・解任＞

＜監査＞

【ＥＮＥＯＳホールディングス】

＜経営管理＋企業集団の内部統制＞

【主要な事業会社】

【ＥＮＥＯＳ】 【ＪＸ石油開発】 【その他グループ会社】【ＪＸ金属】

執行役員

【業務執行】

＜連携 ＜連携＞

＜連携＞

＜決議＞

【グループ会社】

＜内部統制システム

のモニタリング＞

＜内部統制システ

ムのモニタリング

結果の報告＞

＜答申＞

＜諮問＞ ＜諮問＞

監査等委員会
監査等委員である取締役５名

（うち社外取締役３名）監査等委員でない取締役１１名

（うち社外取締役３名） ＜監督＞

＜答申＞

＜監査等委員でない取締役・監査等委員である取締役の選任・解任＞

指名諮問委員会
(議長：社外取締役)

報酬諮問委員会
(議長：社外取締役)

取 締 役 会
(議長：取締役会長)

＜協議＞

＜決裁＞

＜重要な業務執行

の決定の委任＞
＜付議＞

取締役社長



適時開示体制の概要 

 

 

 

*1 適時開示の要否は、担当役員、総務部長、法務部長、経理部長、情報取扱責任者（財務ＩＲ 

部長）および関係部室長の協議により、判定する。 

 

*2 緊急を要する発生事実に関する情報は、代表取締役の判断により、取締役会への報告を経ずに

開示することができる。 

 

（開示の指示） 

（付議・報告） 

 決定事実 

当社各部門・グループ会社 

担当役員 

代表取締役 *2 

取締役会 

情報取扱責任者（財務ＩＲ部長） 

証券取引所 
適時開示情報システム(TDnet) 

 

 

 

適時開示情報システム(ＴＤｎｅｔ) 

（報告） 

（開示の実施） 

*1 

（開示後、当社ウェブサイトにも速やかに公開） 

決算情報 発生事実 


